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議事⑶ 第 11 次高齢者保健福祉計画の策定に係るスケジュールについて 

 

１ 現行計画について 

⑴ 計画策定の背景 

「いわき市高齢者保健福祉計画」は、「老人福祉法」及び「介護保険法」に基づ

き、「市町村老人福祉計画」と「市町村介護保険事業計画」を一体的なものとし

て策定する法定計画であり、本計画には、主に次の内容を定めている。 

１. 市高齢者保健福祉計画施策の基本理念、基本構想、施策展開の方向性 

２. 計画期間における介護保険サービスの給付見込量 

３. 計画期間におけるサービス基盤の整備目標 

４. 介護保険事業に係る給付費の見込み 

５. 計画期間における介護保険第１号被保険者保険料の設定 

⑵ 計画期間 

本計画の計画期間は ３年を１期 としており、現行の「第 10 次いわき市高齢

者保健福祉計画（以下、第 10 次計画）」は、令和６年度 から 令和８年度 まで

が計画期間となっている。 

 

２ 次期計画の策定に向けて 

⑴  次期計画の策定作業について 

現行計画は次年度で終了するため、次期計画（第 11 次／令和 9～11 年度）の

策定に向けた本格的な作業を次年度に行わなければならない。 

策定作業においては、現行計画内における課題の抽出や重点施策の検討等を行

っていくこととなるが、今年度はその準備作業として、市民の実態を把握するた

めのアンケート調査（後述）を予定している。 
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⑵  次期計画策定に係るスケジュール（予定） 

⑶  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【７年度】 

・ アンケート調査票素案に係る協議（第２回協議会） 

・ アンケート調査実施（１月～３月実施） 

【８年度】 

・ アンケート調査結果の報告（第１回協議会） 

・ 次期計画策定に向けた重点施策の検討（第２～３回協議会） 

・ 次期計画策定に係る中間報告（素案）に関する協議（第４回協議会） 

・ 次期計画及び次期保険料に係る最終協議（第５回） 

⑶ アンケート調査の実施について 

【目的】 

次期計画を策定するにあたり、介護における高齢者及びそのご家族の生活状

況やニーズ等の実態を把握し、当該計画期間における介護保険サービスの給付

見込量等の推計や、福祉施策への反映等に向けた基礎資料として活用する。 

 

〇 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 必須 

一般高齢者、介護予防・日常生活支援総合事業対象者、要支援者といった要

介護状態になる前の高齢者を対象に、日常生活圏域ごとに、要介護状態になる

リスクや社会参加状況等を把握し、地域の抱える課題の特定（地域診断）や総

合事業の運営等に資すること等を目的とする。 

〇 在宅介護実態調査 必須 

「高齢者等の適切な在宅生活の継続」及び「家族等介護者の就労継続」の２
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計画素案変更 ◎
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つの基本的な視点に基づいて、その継続の実現に向けた介護サービスの在り方

の検討に活用することを目的とする。 

〇 その他の調査 任意 

 

① 在宅生活改善調査（介護支援専門員調査） 

     介護保険制度の中核を担う介護支援専門員の考えや業務の実施状況、利用

者の実態を調査分析することで、より良い介護サービスの提供 並びに 今後

の介護保険制度の適正な運営に資することを目的とする。 

 

② 居所変更実態調査 

      介護施設等における過去１年間の新規入所・退去の流れや、退去の理由な 

どを把握することで、住み慣れた住まい等で暮らし続けるために必要な機能 

等の検討に活用することを目的とする。 

 

③ 介護人材実態調査 

      介護人材の性別・年齢別・資格の有無別などの詳細な実態を把握し、介護 

人材の確保に向けた必要な取組み等の検討に活用することを目的とする。 

⑷ 前回(Ｒ４)のアンケート調査について 

 

調査名 介護予防・日常生活圏域 
ニーズ調査 在宅介護実態調査 介護支援専門員調査 

調査 
対象 

要介護認定を受けていな
い又は要支援１・２の方 

在宅にて介護を受けて
いる 65 歳以上の方 

いわき市介護支援専門
員連絡協議会会員 

調査客体
の抽出 

無作為抽出 
（圏域別に抽出） 

調査期間内に要介護認
定調査を受けた方 全会員 

回答数等 5,743 件／9,800 件 
（回収率：58.6％） 

209 件／212 件 
（回収率：98.6％） 

191 件／326 件 
（回収率：58.6％） 

調査期間 令和 5 年 1 月～2 月 

調査方法 郵送配布 
(ネット回答可) 

認定調査員による 
聞き取り調査 

郵送配布 
(ネット回答可) 

主な 
調査内容 

・現在の生活状況 
・身体等の状況 
・地域での活動状況 等 
 61 問 

・被介護者の状況 
・介護者の状況 
・ヤングケアラー等に 

関すること   等 
22 問 

・業務上の課題 
・介護サービスの需要 

と供給 
・高齢者福祉事業につ 

いて      等 
35 問 


